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人事施策に対する従業員の知覚―批判的レビューと将来の方向性
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１　はじめに

　近年，人的資源管理論では，人事施策と業績の関係
の「ブラックボックス」を明らかにするため，人事施
策に対する従業員の知覚（Employee perceptions of 
HR practices）に注目が集まっている。この概念は研
究の進展に伴い，特定の人事施策の存在に関する従業
員の知覚や，経営者の施策実施の意図に対する従業員
の理解など，多様な概念として用いられてきた。本論
文では，文献レビューを通して，人事施策の「What」

「How」「Why」の観点に基づき（Ostroff and Bowen 
2016），人事施策に対する従業員の知覚が，どのよう
な前提や概念，尺度で議論され，実証的な結果が得ら
れてきたのかを整理し，今後の研究の方向性を示して
いる。以降，本論文で示された研究方法，「What」

「How」「Why」の整理，今後の方向性を紹介する。

２　研究方法

　Australian Business Deans Council のリストの A*
および A ランクに該当する雑誌を対象に，「HR（M）
strength」「HR （M） attribution」「HR （M） perception」
といったキーワードを用いて当該分野の嚆矢である
Bowen and Ostroff（2004）以降の論文を渉猟してい
る。本論文では，人事施策に対する従業員の知覚に着
目するため，管理職の知覚や人事部など人事施策以外
に対する従業員の知覚は対象外としている。渉猟した
論文は 105 本であり，それらを「What（人事の内容；
HR content）」「How （HR の強さ；HR strength）」「Why

（HR 帰属；HR attribution）」の 3 つに整理している。

３　「What」・「How」・「Why」の整理

　いずれの分類も人事施策は経営者から従業員へのコ
ミュニケーションメカニズムとしての人事施策である

こと，経営者と従業員，また個々人で人事施策に対す
る知覚は異なることを前提としている。
　人事施策の「What」に関する研究は，組織で実施
され，従業員が経験した人事施策の内容に関するもの
である。これは社会的交換や心理的契約といった理論
に基づき，従業員が人事施策を好意的に捉えた時，ポ
ジティブな行動をとることを前提としている。
　こうした研究は，これまで企業の人事担当者や経営
者に対して人事施策の状況を確認する尺度と同じもの
が用いられている。この尺度には，記述的尺度と評価
的尺度があり，記述的尺度とは，従業員が知覚する人
事施策を捉えるため，人事施策自体の有無を確認する
ものである。一方，評価的尺度とは，従業員の人事施
策に対する評価を捉えるため，人事施策の内容の良悪
や意義を確認するものである。また，これらの尺度に
は，回答者を第三者として組織内での人事施策の実施
状況を確認する観察的なものと，回答者の直接的な人
事施策の経験を確認する経験的なものがある。測定方
法が異なると実証的にも結果が異なり，一般的に記述
的よりも評価的，観察的よりも経験的な尺度の方が，
従業員の成果と強い関係を示す傾向がある。
　「What」に関する従業員の知覚は，人事担当者や経
営者の知覚と異なることや組織コミットメント，離職
意図，職務満足度，早期退職，サービスパフォーマン
ス，組織的市民行動，知識共有，感情的疲労などに影
響を与えることが確認されている。また従業員の個人
的特性，組織的特性，知覚された組織支援などは，そ
れらの成果への調整効果が確認されている。
　人事施策の「How」に関する研究は，人事施策が
どのように設計され，実施されているかに関する従業
員の見解である。これは人事施策が発するメッセージ
を従業員が知覚するプロセスが前提となっている。
　この研究の中心的な概念は「HR の強さ」である
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（Bowen and Ostroff 2004）。この概念は，強い状況の
研究に基づいており，HR の強さが強い状況であると，
従業員は，組織の方針，施策，手順，目標および期待
される行動について共通の理解を持ち，人事施策は人
事担当者や経営者の意図通りに機能する。そして，
HR の強さは，弁別性，一貫性，合意性といった特性
を持つ。なお，当初は集団レベルの概念として提示さ
れていたが，多くの研究では，個人レベルの概念とし
て扱われており区別が必要という指摘もある。
　「How」の研究では，個人が知覚する HR の強さを
測定するために，その特性である弁別性，一貫性，合
意性に基づく尺度がいくつか作られている。他には人
事評価の知覚の変化から一貫性を確認する方法が用い
られている。しかし，これらは包括的な尺度として不
十分ではないという指摘もある。
　HR の強さは，組織コミットメント，職務満足度，
活力，ウェルビーイング，タスクパフォーマンス，創
造性，組織的市民行動，HR の有効性，組織業績と正
の関係が確認されている。一方で，離職意図やネガ
ティブな感情とは負の関係が確認されている。一部で
は HR の強さが人事施策と成果の関係を調整すること
が確認されているが，別の研究では HR の強さ自体が
人事施策の成果であることも指摘されている。
　人事施策の「Why」に関する研究は，人事担当者
や経営者がある人事施策を実施する理由に関するもの
である。人事施策の内容や HR の強さを同じように知
覚している従業員でも，実施されている理由について
は認識が異なることや従業員が所属組織を擬人化して
いることを前提としている。
　こうした概念は HR 帰属（HR attribution）と呼ば
れる（Nishii, Lepak and Schneider 2008）。HR 帰属
は内的帰属と外的帰属に分けられ，内的帰属は，人事
施策の実施の理由を組織の内部要因とする従業員の知
覚であり，具体的には，企業の事業や戦略（コスト管
理や品質向上），従業員への対応方針（従業員のウェ
ルビーイング重視か搾取的か）に対する認識である。
一方で，外的帰属は，人事施策の実施の理由を組織の
外部要因とする従業員の知覚であり，具体的には労働
組合や労働法など外部圧力に対する認識である。
　「Why」の研究では，サービス品質向上と従業員の
ウェルビーイング重視からなるコミットメント型帰属
とコスト削減と従業員の搾取重視からなるコントロー
ル型帰属に分類した尺度が多く用いられている。一般

的にコミットメント型帰属は，従業員の行動や態度へ
の正の影響が確認されている。ただし，中国やオラン
ダ，イギリスでは，コントロール型帰属が，従業員の
行動や態度への正の影響が確認されており，文化的な
価値観に関する検討が必要である。また HR 帰属の形
成要因に関しては十分な研究が行われていない。

４　今後の方向性

　人事施策に関する従業員の知覚は，「What」「How」
「Why」に整理されるが，更に理論基盤の整備が必要
である。人事施策は経営者と従業員のコミュニケー
ションメカニズムであるため，経営環境におけるコミュ
ニケーションや情報処理を扱う理論が活用できる。
　例えば，HR の強さや HR 帰属は，人事施策への従
業員の解釈と判断が含まれるため，情報を選択し，整
理し，解釈するという情報処理理論が活用できる。ま
た人事施策を実施した際の時間的側面（When）や人
事メッセージの受け手の性質（Whom）の検討には，
発信者と受信者の情報の非対称性を軽減するシグナリ
ング理論が活用できる。さらに，人事施策の環境的側
面の検討には，個人の出来事への解釈と意味生成に関
するセンスメイキング理論が活用できる。
　またさまざまなコンテクストを踏まえた研究の必要
性も指摘される。これは各国の文化や価値観，雇用政
策，労働市場などが異なる場合，同じ人事施策でも知
覚が異なることが考えられるからである。
　さらに実践的な観点では，学術と実務のギャップが
指摘されるが，人事施策の知覚の研究は，どのような
状況でどのような人事施策が効果的であるかを明らか
にするため，実践的な有用性が示唆される。
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